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ユーゴスラビア経済の当面の諸問題
ミラディン・コーラッチ
ユーゴスラビアの国民総生産（社会的生産物）は， 1985年には700億ドル，
または 1人当たり3000ドル（人口2300万人）であった。 1人当たりの国民総生
産については世界の中進国であり，ョーロッパの最後進国に属する。ユーゴ
スラビア経済が抱えている問題の多くも，同じような発展レベルにある国々
のもつ問題と似たようなものである。しかし，本稿ではそうした問題を総花
的に論ずることは避け，対外債務の問題に注意を集中しようと思う。なぜな
ら，ユーゴスラビア経済の当面する問題は対外債務の問題にかかわるところ
が大きいからである。
最近の 5年間 (1981-1985年）， ユーゴスラビアは対外債務を期限内に返
済することができないばかりか，金利の支払いもおぼつかないというきわめ
て困難な状況におちいった。そのため国際通貨基金 (IMF)が介入し，ユ
ーゴスラビア政府の当面の経済政策をある程度統制することになった。
なぜユーゴスラビアが対外債務の面でこのように困難な状況におちいった
のか，その理由を述べておく必要がある。 1965年末における累積対外債務は
総額12億ドルで，とりたてて問題になる額ではなかった。それが1975年末に
は66億ドルとなり， 10年間にかなりの増加が記録されたとはいえ，国の外貨
収入にたいする債務返済額の比率は，金利の支払いを含めて， 20バーセント
をこえず，ューゴスラビア経済にとってとりわけ大きな負担ではなかったの
である。しかし，それ以後の6年間に対外債務総額は 3倍となって， 1981年
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には210億ドルに達し，ユーゴスラビアは世界有数の債務国となった。この
ように急激で大幅な対外債務の増加がおこったのは，かなりの程度，原油の
輸入価格が上昇した結果である。例えば， 1979年， 80年の2年間に，経常収
支の赤字は，原油価格の引き上げにより44億ドル増加し，この赤字を埋める
ために対外債務を増やさなければならなかった。しかし，それと並んで，野
心的な発展計画と有利な条件による外国金融機関の「貸し込み」とが，ュー
ゴスラビアの対外債務が急増した原因の最たるものであったといえよう。加
えて，ユーゴスラビア独自の要因もあった。それは，対外債務の取り込みが
無計画になされたという問題である。 1976年から80年までの時期には，共和
国および自治州とその銀行は外国からの融資を盛んに受けたわけだが，その
場合，これにたいする有効な規制手段が連邦レベルにはなかった。こうして
得られた融資は消費ではなく設備投資に利用されたのではあったが，投資の
構造はどうかというと， これがよくなかった。新設設備の大部分が国内市場
向けで，輸出向けの生産ではなかったのである。新規投資は輸出の増大をも
たらさず，必要な外貨の流入もなかったので，さきに述べたように，対外債
務の返済に支障をきたした。困難は，国際資本市場で金利が跳ね上がったこ
とで増幅された。その結果，ユーゴスラビア経済は，それまでに受けた融資
についてもずっと高い金利を支払わなくてはならなくなった。
ユーゴスラビアは高金利に直面して米，英，西独など西側先進国にたいす
る債務の返済に窮することになった。そこで国際通貨基金が介入し，スクン
ドハイ条項により， IMFの勧告する経済政策の実施をユーゴスラビア政府
に強制した。対外債務の返済が困難になり， IMFが押し付けた経済政策が
実施された結果，きわめて好ましくない，破局的ともいえる影響が出た。国
民総生産は長期にわたり世界に冠たる高度成長を記録したのち (1956-1965
年7.4鍬 1966-1975年5.8鍬 1976-1980年5.6彩）， 1981-85年期には成長
率が急激に鈍化して年率0.6彩となり， 1983年のようにマイナス成長の年ま
であった (1.5彩， 0.5彩，ー1.3彩， 2.0%,0.2彩）。この期間に，ユーゴス
ラビアの通貨であるディナールの対ドル平価の大幅な切り下げ（年率42.7彩
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から100.3%),物価の高謄と高率のインフレ (1985年には世界屈指の75.5彩
を記録），そしてその結果として生計費の上昇と実質個人所得（実質賃金）の
低下（年率3.3彩から10.3彩）がおこった。
1981年から85年までの期間に，金利はときに20彩をこえ，ユーゴスラビア
は金利支払いおよび債務返済の名目で総額170億ドルを支払ったが，対外債
務総額は， 1981年末の210億ドルから1985年末の198億ドルヘ， 12億ドルの減
少をみたにすぎなかった。これほど多額の対外支払いには，多大の経済的犠
牲が伴っていた。輸出が強行されたが，交易条件 (termsof trade)が不利
であったため，国民所得のかなりの部分が国外に流出した。国民の生活水準
は，社会主義経済セククーの就業者を中心に，いちじるしく低下した。しか
し，そのおかげで国の対外流動性は適当な水準に維持され， IMFもこれを
評価した。これを踏まえて外国の債権者とのあいだに総額68億ドルの債務に
ついてリスケジュールが取り決められ， 1986年を期してIMFのスクンドバ
イ条項の停止，ユーゴスラビア政府の経済政策にたいする統制の一部緩和も
決められた。それゆえ，今後，対外債務問題は従来にくらべて改善が予想さ
れる。
けれども，この問題にかんしては，ユーゴスラビア政府がIMFの条件を
入れてその経済政策に従い，その結果上述の悪影響が生じたことは誤りであ
ったとの意見があることを指摘しておかなければならない。このような意見
はユーゴスラビアだけでなく外国にもあるので， これについてもうすこし述
べておきたい。 この意見によれば， ユーゴスラビア政府も他の途上国政府
も，先進諸国から受けた債務の返済と金利の支払いが不可能になったときに
は，国際通貨基金の条件を受け入れるぺきではない。なぜなら， IMFの条
件ないし政策は債務国を経済的に疲弊させるだけで，債務国の開発を助けて
債務の返済と金利の支払いを容易にするような政策ではないからである。途
上国は先進諸国にたいする債務の支払いをきっぱりと拒否すべきであるとす
る極論があるが，これとは反対に，この意見を主張するほとんどの人は，途上
国は支払い拒否に走るぺきではなく，金利の支払いと債務の返済を自国の現
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実の経済力におうじておこなうべきだと考えている。つまり，対外債務返済
の規模を先進諸国への輸出増大の可能性にリンクさせ，金利の支払いと債務
の返済には外貨収入の10彩から15彩以上は当てず，残りを自国の開発促進に
必要な設備や技術の輸入のために利用すべきであると主張する。この立場に
立つ人たちは，ユーゴスラビア政府がこうした要求を持ちださず，国際通貨
基金の定めた条件を受け入れたため，ユーゴスラビア政府にたいしてとくに
批判的である。それには，ユーゴスラビア経済に損害を与えたからというば
かりでなく，別の理由もある。ユーゴスラビアは国連の内部で発展途上77国
グループの活発なメンバーであり，非同盟運動の創始国でもある。これらの
国は多くユーゴスラビアと同じように対外債務の問題に悩んでおり，ユーゴ
スラビア政府は率先して国際通貨基金の支配に反対し，国際通貨基金の命令
下に経済が疲弊してしまわないように債務の返済を各国の現実の経済力にお
おじておこなうというこれらの国の正当な要求が認められる条件をつくりだ
すために，債務国会議を開いて行動の調整をはかることを提唱すべき立場に
あると， これらの人々は考えるわけである。
ユーゴスラビア政府にたいするこうした批判が善意に出たものであること
はまちがいないし，的をえた批判であるようにも思われる。ユーゴスラビア
政府と国際通貨基金との交渉の経過については，交渉が難航したということ
以外，よく知らないし，ユーゴスラビア政府が国際通貨基金の支配に悩む国
々による話し合いを提唱したということもとくに聞いていないので，批判が
当たっていることを否定する材料は私にはない。ユーゴスラビア国内で国際
通貨基金の条件を受け入れなければならないという確信が支配的となったの
はなぜか，はっきりとしたことはいえない。短期間 (1976-1980年）に対外
債務が急増 (3倍）したこと， こうして得られた借款が外国で売れる商品，
債務返済に必要な外貨収入を保証できる商品サービスの生産の増大のために
最良の仕方で利用されなかったこと，そのために，不利な外部要因（オイル
ショックと高金利）とあいまって，ユーゴスラビアが対外債務の面で困難な
状況におちいったことについては，かなりの程度ユーゴスラビア自身，つま
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り比較的専門能力に乏しい官僚やテクノクラシーをはじめ，決定に参画した
人たちが悪いのだという認識が， これに影響したのかもしれない。また，債
務国が個別に行動をおこし，あるいは共同歩調をとって国際通貨基金の支配
に反対したとしても，発展途上国が大々的に収奪されている現行の国際経済
秩序を変革することはできないし，そうだとすれば反対しても望むような結
果が得られないであろうという確信も，ユーゴスラビア政府の決定に影響し
たかもしれない。いずれにせよ，ユーゴスラビア政府は国際通貨基金の条件
を飲んだのであって，そのために本稿のはじめに述べた好ましからぬ影響が
すぺて現われたのであった。
対外債務にからむ困難とそこから生じた影響を考えると，ユーゴスラビア
経済の将来の展望はどのようなものかについても，答えを出すのは容易なこ
とではない。しかし，その問題についても一言述べてみようと思う。さきに
採択された1986-90年期ユーゴスラビア発展計画は，上述の困難を思うと，
かなり野心的な計画である。計画は国民総生産の伸び率を年率0.6%から4.0
％に引き上げ，勤労者の実質個人所得を年率2.0%の割りで上昇させ， 198億
ドルの対外債務総額は減らさずにdebtservice ratioを1985年の48.0%から
1990年にはわずか25.0%に引き下げることを定めている。これははたして実
現可能であろうか。原油の国際価格が低落して，その影響が，一部産油国と
のあいだに長期協定を結んでいたためにだいぶ遅くなってからではあるが，
1985年にはユーゴスラビアの輸入している原油の価格も安くなるという形で
現われてきた。国産エネルギー資源による石油の代替過程も， これまた遅れ
ばせながら，開始されている。このことは，将来，ユーゴスラビアの経常収
支上の困難を和らげるであろう。同じことが国際金融市場での利子率の低下
についてもいえる。利子率が引きつづき低下し，引き下げがこれまでよりも
大幅になるようであれば，ユーゴスラビアが支払うべき金利が減り，対外債
務の返済が楽になることはまちがいない。
このように，以前にくらべればかなり有利な外部要因が出てきているのだ
が，それにもかかわらず将来にわたりユーゴスラビア経済が現実に発展して
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いく可能性は，組織的に行動して輸出の増大をはかっていく能力があるかな
いかに大きく依存している。それなくしては設備稼動率を引き上げ，国民総
生産をかなりの程度増大させ，勤労者の生活水準を向上させ，対外債務の規
則的な返済を確保していくことはできない。ユーゴスラビア経済の組織性
は， この意味で改善の兆しがみられるといわねばならない。経済の一定の分
野で，業種の異なる企業が共同の開発計画や輸出フ゜ログラムを策定し実施す
る目的で提携するプロセスがはじまっている。再生産過程で相互依存の関係
にある自主管理企業であるから，それが組織的に行動すれば，生産流通設備
のある種の集積がおこり，その開発計画や輸出フ゜ログラムがユーゴスラビア
経済全体の発展や輸出志向性に与えるインパクトも小さくないであろう。自
主管理企業が業種をこえて結びつくことにより，ューゴスラビア経済の内部
で自主管理計画制度が生成していく過程も開始される。自主管理計画制度に
ついては万言を費やしながら， 現実にはほとんどなにもなされてこなかっ
た。それゆえ，このプロセスが進行し，多数の企業が相互の結びつきを強め，
共同で開発と輸出を計画するようになれば，ユーゴスラビア経済のパフォー
マンスも今後それだけ改善され，資源と人材を活用し，生産の増大と輸出の
振興をはかり，勤労者の生活水準を向上させ，対外債務の返済を円滑におこ
なうことが可能になると，私は考えている。
〔山崎洋訳〕
